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都区財政調整協議会幹事会のまとめ（案） 

Ⅰ 令和８年度当初フレームにおける協議課題の整理一覧 

 １．新規算定                    ７項目 

○おくやみコーナー運営事業費 

○高齢者見守り推進事業費 

○子供食堂推進事業費 

○高校生等医療費助成事業費 

○予防接種費（帯状疱疹） 

○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（脱炭素化関連）） 

○【小・中学校費】学校職員費（校内別室指導支援員） 

 ２．算定改善等                  ２９項目 

＜算定充実＞       ９項目 

○男女共同参画事業費 

○公金取扱手数料（指定金融機関業務経費） 

○共同生活援助等事業費 

○子ども医療費助成事業費 

○母子保健指導費（両親学級） 

○道路認定事務費 

○【小・中学校費】学校運営費（電気料・ガス料・水道料） 

○【小・中学校費】学校法律相談事業費 

○日本語適応指導事業費 

＜事業費の見直し＞    ７項目 

○区民関係等事務費（人権擁護員） 

○区民関係等事務費（調査委託料） 

○【投資・密度補正】老人福祉費 

○予防接種助成事業費（帯状疱疹ワクチン） 

○総務管理費（産業医報酬） 

○【投資・態容補正】まちづくり事業費（防災生活圏促進事業） 

○【投資・態容補正】まちづくり事業費（都市再生総合整備事業） 

＜算定方法の改善等＞  １３項目 

○指定管理者選定等経費 

○区立施設定期点検調査費 

○第一子無償化への対応 

○私立保育所施設型給付費等 

○衛生総務費（自動体外式除細動器（ＡＥＤ）） 

○予防接種費（高齢者肺炎球菌） 
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○作業運営費（粗大ごみ収集運搬委託・粗大ごみ処理手数料） 

○公衆浴場助成事業費 

○【態容補正】農業振興経費 

○私立幼稚園施設型給付費 

○再任用職員住居手当支給開始に伴う標準給及び再任用（短時間）職員給与の

見直し 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業に伴う電力消費量の反映 

○投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映 

 ３．その他                      ２項目 

○特別交付金の算定ルールの一部見直し 

＜財源を踏まえた対応＞ 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

 

 

Ⅱ 令和７年度再調整の整理一覧 

 再調整について                    ６項目 

 ○共同生活援助等事業費 

○第一子無償化への対応 

○予防接種費（新型コロナウイルス） 

○標準給単価等の見直し 

○首都直下地震等に対する防災・減災対策としての公共施設改築経費 

○義務教育施設の新築・増築等経費の起債充当除外 
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Ⅲ 令和８年度当初フレームにおける協議課題の整理 

＜基準財政需要額の算定＞ 

１．新規算定（７項目） 

○おくやみコーナー運営事業費 

おくやみコーナー運営に係る経費について、新規算定する。 

○高齢者見守り推進事業費 

  高齢者見守り推進事業に係る経費について、新規算定する。 

○子供食堂推進事業費 

子供食堂推進事業に係る経費について、新規算定する。 

○高校生等医療費助成事業費 

高校生等医療費助成事業に係る経費について、新規算定する。 

○予防接種費（帯状疱疹） 

予防接種（帯状疱疹）に係る経費について、新規算定する。 

○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（脱炭素化関連）） 

中小企業関連資金融資あっせん事業（脱炭素化関連）に係る経費について、

新規算定する。 

○【小・中学校費】学校職員費（校内別室指導支援員） 

校内別室指導支援員に係る経費について、新規算定する。 

 

２．算定改善等 

  ① 算定充実（９項目） 

○男女共同参画事業費 

  男女共同参画事業に係る経費について、算定を充実する。 

○公金取扱手数料（指定金融機関業務経費） 

  公金取扱手数料について、指定金融機関業務経費に係る手数料が改定され

ることを踏まえ、算定を充実する。 

○共同生活援助等事業費 

  共同生活援助等事業に係る経費について、算定を充実する。 

○子ども医療費助成事業費 

  乳幼児医療費助成事業及び義務教育就学児医療費助成事業に係る経費につ

いて、算定を充実する。 

○母子保健指導費（両親学級） 

  両親学級に係る経費について、算定を充実する。 

○道路認定事務費 

  道路認定事務に係る経費について、算定を充実する。 

○【小・中学校費】学校運営費（電気料・ガス料・水道料） 

  学校運営費の電気・ガス・水道に係る経費について、算定を充実する。 

○【小・中学校費】学校法律相談事業費 

  学校法律相談事業に係る経費について、算定を充実する。 

○日本語適応指導事業費 

  日本語適応指導事業に係る経費について、算定を充実する。 
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② 事業費の見直し（７項目） 

○区民関係等事務費（人権擁護員） 

  人権擁護員に係る経費について、算定を廃止する。 

○区民関係等事務費（調査委託料） 

  区民関係等事務費に係る調査委託料について、算定を廃止する。 

○【投資・密度補正】老人福祉費 

  投資的経費に係る標準施設の見直しにあわせ、密度補正を廃止する。 

○予防接種助成事業費（帯状疱疹ワクチン） 

  予防接種助成事業（帯状疱疹ワクチン）について、算定を廃止する。 

○総務管理費（産業医報酬） 

  清掃費の総務管理費における産業医報酬について、算定を見直す。 

○【投資・態容補正】まちづくり事業費（防災生活圏促進事業） 

      防災生活圏促進事業について、算定を廃止する。 

 ○【投資・態容補正】まちづくり事業費（都市再生総合整備事業） 

      都市再生総合整備事業について、算定を廃止する。 

 

③ 算定方法の改善等（１３項目） 

○指定管理者選定等経費 

  投資的経費に係る標準事業規模の見直しにあわせ、指定管理者選定等に係

る経費について、算定を改善する。 

○区立施設定期点検調査費 

  投資的経費に係る標準事業規模の見直しにあわせ、区立施設定期点検調査

に係る経費について、算定を改善する。 

○第一子無償化への対応 

  東京都が開始した第一子無償化に伴い、保育所等利用世帯の児童に対する

保育料軽減に係る経費について、算定を改善する。 

○私立保育所施設型給付費等  

  公定価格の見直し（処遇改善等加算の一本化）に伴い、施設型給付費につい

て、算定を改善する。 

○衛生総務費（自動体外式除細動器（ＡＥＤ）） 

  投資的経費に係る標準事業規模の見直しにあわせ、自動体外式除細動器（Ａ

ＥＤ）に係る経費について、算定を改善する。 

○予防接種費（高齢者肺炎球菌） 

  予防接種（高齢者肺炎球菌）に係る経費について、算定を改善する。 

○作業運営費（粗大ごみ収集運搬委託・粗大ごみ処理手数料） 

  粗大ごみ収集運搬委託及び粗大ごみ処理手数料について、令和５年 10 月の

粗大ごみ処理手数料の改定を踏まえ、特別区の令和６年度実績に基づき算

定を改善する。 

○公衆浴場助成事業費 

  公衆浴場助成事業に係る経費について、算定を改善する。 
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○【態容補正】農業振興経費 

農業振興に係る経費について、算定を改善する。 

また、漁業振興に係る経費の算定廃止を踏まえ、事業名を「農漁業振興経 

費」から「農業振興経費」へ変更する。 

○私立幼稚園施設型給付費 

  公定価格の見直し（処遇改善等加算の一本化）に伴い、施設型給付費につい

て、算定を改善する。 

○再任用職員住居手当支給開始に伴う標準給及び再任用（短時間）職員給与の 

 見直し 

令和７年度から再任用職員に対する住居手当の支給が可能になったこと 

を踏まえ、標準給の単価及び再任用（短時間）職員給与について、算定を改

善する。 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業に伴う電力消費量の反映 

  標準施設の電気料について、算定を改善する。 

○投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映 

  投資的経費に係る標準事業規模の見直しにあわせ、標準施設の経常的経費

（維持管理運営費）について、算定を改善する。 

 

３．その他（２項目） 

○特別交付金の算定ルールの一部見直し 

  算定項目「Ｃ－イ」の算出方法について、現行の申請初年度の財調単価によ

る算定と実績額による算定を比較して、いずれか少ない額を経費とみなす

算出方法から、申請初年度から事業終了年度の財調単価の平均による算定

と実績額による算定を比較して、いずれか少ない額を経費とみなす算出方

法に変更する。（令和７年度から適用） 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

  令和８年度に限り、公共施設改築工事費を臨時的に追加算定する。 

 

Ⅳ 令和７年度再調整の整理 

    ○共同生活援助等事業費 

      共同生活援助等事業に係る経費について、見直して算定する。 

    ○第一子無償化への対応 

      令和７年９月から開始した第一子無償化に伴い、分担金及び負担金等を見

直して算定する。 

    ○予防接種費（新型コロナウイルス） 

      令和７年度より国庫補助が廃止になったこと等を踏まえ、特定財源を見直

して算定する。 

○標準給単価等の見直し 

      特別区人事委員会勧告を受けた給与改定を踏まえ、標準給単価等を見直し

て算定する。 

○首都直下地震等に対する防災・減災対策としての公共施設改築経費 

      発生が危惧されている首都直下地震や、頻発化・激甚化する風水害に備え、

災害時に避難所等となる公共施設の改築需要に係る経費を算定する。 
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○義務教育施設の新築・増築等経費の起債充当除外 

義務教育施設の新築・増築等に要する経費について、起債充当を行わないこ

ととして算定する。 


